
 

 

 様式第３号（表面）                                                                         （日本産業規格Ａ列４ ） 

 

                                                    届出制手数料届出書 

                                                    届出制手数料変更届出書 

 

① 2022年 9月 27日 

         厚 生 労 働 大 臣    殿 
 

                                                                  （ふりがな）  かぶしきがいしゃうちやまほーるでぃんぐす 

② 届出者  氏    名 株式会社ウチヤマホールディングス 

              だいひょうとりしまりやく やまもと たけひろ 

        代表取締役 山本 武博 
 
 

   職業安定法第32条の３第１項第２号の規定により下記の届出制手数料に係る届出をします。 

 

                                       記 

 

③許     可     番     号  

 
（ふりがな） 

④氏  名  又  は  名  称 

かぶしきがいしゃうちやまほーるでぃんぐす 

株式会社ウチヤマホールディングス 

 
 
 

 
 
 

（ふりがな） 
⑤所         在        地 

 
 〒 8  0  2 － 0  0  4  4       電話 093（551）0002 

 
ふくおかけんきたきゅうしゅうしこくらきたくくまもと 

福岡県北九州市小倉北区熊本 2丁目 10番 10号 

 

 

⑥適用開始・変更予定日                            年        月        日 

⑦届出・変更届出内容 

 

別紙手数料表による 

⑧備                        考 
 

担当者 総務部海外業務課 金森 彩 

    電話 093（551）0002 



 

 

様式第３号（裏面）   

   

   記載要領 

    １  届出制手数料の届出をする場合には、表題中の「届出制手数料変更届出書」の文

字を抹消すこと。また、届出制手数料の変更の届出をする場合は、表題中の「届出

制手数料届出書」の文字を抹消すること。 

 

２  ①欄には、届出書を管轄都道府県労働局に提出する年月日を記載すること。   

 

        ３  ②欄には、届出者の氏名（法人又は団体にあつてはその名称及び代表者の氏名）

を記載すること。 

 

        ４  ③欄は、有料職業紹介事業許可申請書と併せて提出する場合には、空欄とするこ

と。 

 

    ５  ⑤欄には、届出者の住所（法人又は団体にあつては主たる事務所の所在地）を記

載すること。  

 

    ６ ⑥欄には、職業安定法第３２条の３第１項第２号に掲げる手数料を適用又は変更

する年月日を 記入すること。 

 

        ７  ⑦欄の届出・変更届出内容については、別に料金表（様式例第３号参照）に記載

して添付してもよいこと。 

       なお、複数の事業所でそれぞれ異なる手数料表に基づき徴収する場合は事業所毎

に別紙により添付すること。 

 

        ８ 複数の事業所で同一の手数料表に基づき徴収する場合は、⑧備考欄に同一の手数

料表の事業所名を記載すれば足りる。 

 

    ９ ⑧備考欄には担当者職・氏名及び連絡先を記載すること。 

         

                                                      

 



様式例第 3 号－１ 【一般登録型】 
 

 
 

手 数 料 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記手数料には、消費税は含まれておりません。別途加算となります。 

 

 

許可番号                                     

  

事業所の名称及び所在地 株式会社ウチヤマホールディングス 

福岡県北九州市小倉北区熊本2丁目10番10号 

 

サービスの種類及び内容 
 

手数料の額及び負担者 

 

求人受理時の事務費用 
 

 ０ 円   

手数料負担者は 求人者 とします。 

 

求人受理後、求人者に求職者を紹介する

サービス 

【職業紹介サービス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人の充足に向けた求人者に対する専

門的な相談・助言サービス 

【職業紹介の付加サービス】 

＊上記職業紹介サービスに加えて、よ

り専門的な相談・助言の付加サービス

を行う場合 

 

成功報酬 

 
（期間の定めのない雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内定書や労

働条件通知書等に記載されている額）の 

 

５０％ 

 

 

（期間の定めのある雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後、雇用契約期間中（雇用期間が１年を

超える場合は最大１年間分）に支払われる賃金（内定書や

労働条件通知書等に記載されている額）の 

 

５０％ 

 

手数料負担者は 求人者 とします。 

 

成功報酬 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内定書や労

働条件通知書等に記載されている額）の 

 

５０％ 

 

 

手数料負担者は 求人者 とします。 

 



様式例第 3 号－１ 【一般登録型】 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

＊１ 求人受理時の事務費用 

求人を受け付ける際に、事務費として一定額を収受する場合には、この欄にその金額を記

入しておく必要があります。 

なお、当該欄の手数料の負担者は、通常「求人者」となります。 

 

＊２ 求人受理後、求人者に求職者を紹介するサービス 

求人者にサービスの提供を行った際の成功報酬として一定額を収受する場合には、この欄

にその金額の限度額（割合【％】または【定額】）を記入しておく必要があります。 

当該様式例では、雇用期間の定めのない労働契約と雇用期間の定めのある労働契約に分け

て記載していますが、雇用期間の定めのない労働契約や１年間を超える有期労働契約を斡旋

する場合などは、「内定書、労働条件通知書等に記載された年収額○○％（または○○円）」と

記載することも出来ます。このほか、１件当たりの定額手数料を記載する方法等があります

が、手数料に係る紛争防止の観点から、わかりやすい手数料表の表記を心がけてください。 

また、時間外労働を含めた月々の実支払賃金を元に手数料を収受しようとする場合は、「職業

紹介が成功した場合において、当該求職者の就職後１年間で支払われた賃金の○○％（また

は○○円）」という記載で構いませんが、この場合は手数料の請求は賃金が確定してからと

なりますので、ご留意ください。 

なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

＊３ 求人の充足に向けた求人者に対する専門的な相談・助言サービス 

通常の職業紹介サービスに加え、求人を容易に充足させるための専門的な相談や助言のサ

ービスを求人者に行い、職業紹介が成功した際に、付加サービス分の成功報酬として一定額 

（加算分）を収受する場合には、この欄にその加算分の金額の限度額（割合【％】または定

額【円】）を記入しておく必要があります。 

ホワイトカラーの紹介の場合などでは、上記＊２と付帯して行われる場合が多いため、当

該欄を必ずしも設ける必要はありません。 

なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

＊４ 消費税率の改正を考慮し、外税表記をお勧めします。 

上記は参考記入例です。 

事業実態に応じて、求人者等から徴収可能な計数を記載してください。 

消費税及び手数料負担者に関する記載をお忘れなく記載するようお願いします。 


